
将来像４ 資料１－２

❶ 事業承継の支援を行います

東京都多摩地域事業承継・引継ぎ支援センターおよび清瀬商工会と連携し、個別相談会

を開催。国が運営する「事業承継・引継ぎ支援センター」の専門相談員が事業承継に関す

るアドバイスと支援を無料で実施します。

❷商店街の活性化を図ります

清瀬市商店街チャレンジ戦略支援事業等を活用し、商店街が行う　イベント事業を支援

し、市内外を問わず商店街を訪れる人を増やし、まちの賑わいを創出します。また、きよせニン

ニンポイントアプリにおける地域通貨をはじめとしたキャッシュレス決済の導入の支援を行うとと

もに、清瀬市店舗認証制度の推進を行い、消費者のニーズに合わせたソフト面の支援、新

規出店支援事業を通してのハード面の整備支援を行っていきます。清瀬市住宅工事あっせ

ん事業を通して、市内の安全・安心な事業者を紹介し、市内事業者の活性化を行います。

➌中小企業の振興を行います

事業承継の個別相談窓口を設置するとともに、「清瀬市創業支援等事業計画」に基づき、

関連機関と連携し、幅広い支援を継続していくとともに、ビジネスコンテストを実施した機運

醸成、市ホームページなどでの空き店舗情報の広報および新規創業者への新規出店時の改

装費用の一部補助などの起業・創業支援策を引き続き検討、実施していきます。

❹市内の消費喚起を行います

個店は大規模店舗等と比較すると情報発信力や商品の品揃えに課題があります。しかしな

がら、個店ならではのきめの細かいサービスやその店ならではの逸品があります。既存の地域

資源の魅力発信や新たな魅力の創出の支援を行い、来訪者の増加や地域経済の活性化

を行います。

❺観光を通じた商工振興を図ります

市と清瀬商工会や清瀬市観光協会などの関係機関が連携し、観光資源の掘り起こしや既

存の資源の磨き上げを行い、観光ブランド力の向上など今まで以上に観光施策を推進し、

交流人口の増加を図ることで清瀬市の産業振興及び地域活性化を推進します。

❻安定した農業経営に向けた対策を実施します

農地の貸し手、借り手のマッチングを推進するため生産緑地バンクの登録を増やし、農地貸

借を促進し生産性の高い農地の保全します。また、スマート農業の推進に向けた取組みのほ

か、東京都の補助事業を積極的に活用し生産基盤の整備を促進することで生産性を向上

させます。

❼地場産農産物の販売、地産地消の促進を図ります

令和6年度に発足された観光協会による地場農産物を活用したオリジナル商品の開発、販

売で知名度の向上を図ります。また、店舗認証制度の推進や学校給食への地場農産物の

使用の拡大を進めることにより地産地消の促進を図ります。

現状の課題※取扱注意

・事業主の高齢化等により、老舗の個店などの廃業が続いている。

・清瀬市商工振興計画アンケート調査において、市に求める事業承継に関する支援策について確

認したところ、「相談窓口の設置」が23％、「専門家の紹介」についても11%となっていることから事

業者と後継者について相談できる先の紹介、整備を行う必要がある。

・空き店舗の増加など、商店街の活力が低下している。

・清瀬市商工振興計画アンケート調査において、商店街の活力低下を事業継続の課題として捉

えている事業者が多く見られる。

・高齢化に伴う事業承継や人材確保の課題を抱えており、廃業を検討している事業者が増えてい

る。

・事業者数の減少が見られる。

・経済センサスにおいて、市内事業者数が減となっている。

・商工振興計画アンケート調査において、事業承継に課題があることがわかる。

・市内消費の域外流出が起きている。

・商工振興計画アンケート調査において、よく買い物をする場所として市外を回答する方が増加し

ている。

・市内観光イベントなどの認知度や協力意識が低い状態にある。

・商工振興計画アンケート調査において、市内観光イベントにボランティアで協力したいと思いますか

という設問において、「思う」が6%、「思わない」が39%、「市内観光イベントがわからない」が54%と

なっており、市内においても観光イベントの認知度や協力意識が低いことが分かる。

・農地の主たる事業者の後継者不足や相続に起因した農地転用が進んでおり、農業者人口、農

地面積がともに減少している。

・令和6年度に創設した生産緑地バンク制度の活用等により農地貸借を促進し、生産性の高い

農地の保全を進めていく必要がある。

・地場産農産物を購入しようという意識が低い状態にあり、地産地消促進を図るため市内で生産

される農産物のPRの充実や付加価値を高める取組みが必要。

・「市内の農業・農家を身近に感じると思う人の割合」や「日頃から市内で生産されたものを購入

するようにしている人の割合」の数値が横ばいとなっており、一定以上の人にPRが届いていないこと

が考えられる。
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施策の方向性基本理念 将来像 基本目標 施策番号 新施策 10年後の姿

市と清瀬商工会や清瀬市観光協会などの関

連機関が連携し、各種産業振興施策に取り

組むことで、市内商工業者が活性化し、街のに

ぎわいが創出されています。

また、農ある風景が保全され、多くの市民が農

業を身近に感じ、地元で生産された新鮮かつ

安心・安全な農産物が提供されるような活気あ

る農業が安定的に営まれています。

地域産業の振

興
411

産業・観光の振興（農業の振興、商工業の振

興　等）



将来像４ 資料１－２

現状の課題※取扱注意 施策の方向性基本理念 将来像 基本目標 施策番号 新施策 10年後の姿

❶清瀬駅周辺をリニューアルします

北口周辺は活力とにぎわいを生み出す商業・業務機能を充実させるとともに、南口周辺は

都市計画決定されている道路や駅前広場の整備、歩行者、自転車や乗用車、バス、タク

シーなど交通結節点機能の強化を図ります。

 

❷コンパクトシティを推進します

適切な土地利用による、人口の集積、移動の利便性、経済の密度の維持向上を図りま

す。

➌企業誘致を推進します

地域の特性に応じた企業の誘致を検討し、にぎわいの創出及び生活環境の利便性の向上

を図ります。

❹下宿地域の交通利便性を図ります

都市高速鉄道12号線延伸等を推進します。さらに、新駅を中心とした一体的な周辺の整

備を検討します。

❶知名度の向上・シビックプライドの醸成に取り組みます

定住・移住を促進するため、清瀬市の魅力をPRし、知名度の向上を図ります。

❷市域資源を活用したにぎわいの創出と地域活性化に取り組みます

市域資源を活かしたイベントの開催や新商品の開発・製作販売を通じ、関係人口や交流

人口の増加を図ります。

➌市政情報をわかりやすく、より便利に利用できる環境整備を行います

ユニバーサルデザインを推進するとともに、SNSなどを通じて、情報発信の強化および地域の

魅力を積極的に発信するほか、シティプロモーションマガジン（more!KIYOSE）を発行し、市

政情報をわかりやすく伝えます。

❹郷土の文化と歴史の継承を行います

市と結核療養との関わりの歴史を後世に残すとともに、世界にその功績を発信し、市民が郷

土の文化や歴史、芸術などへの理解を深めることで、市への愛着や誇りを高めます。

また、郷土の文化財の保全や歴史資料の収集と整理・保存を行うとともに、郷土芸能や地

域祭事の支援などを推進するほか、市内の文化財を持続可能な形で保存するためにさまざ

まな活用方法を検討し、実施します。

・下宿地域は、下宿地域市民センター、下宿運動公園、環境課清掃事務所、清柳園跡地（清

瀬市で活用するために取得を検討）、道路を挟むが、廃止した下宿市民プール跡地とある程度の

面積の公有地が連なるようになる。

・この地域は都市高速鉄道12号線延伸に向けた要望の中では新駅が想定されるほか、JR武蔵

野線が横断している場所でもある。

隣接する新座市で、土地区画整理事業に伴う道路整備や大規模商業施設が立地されるなど、

都市計画道路東村山３・４・２６号久米川駅清瀬線の整備に合わせて、一体的な整備を検

討する必要がある。

・清瀬駅周辺では、北口が再開発から30年経過し、今後更なる中心拠点としての機能強化が求

められている。

・南口は、未整備の駅前広場を中心に安全安心な交通環境の確保のために、動線の見直しなど

が求められている。

・清瀬駅周辺エリアは、北口がけやき通りを北上すると間もなく生産緑地が広がっており、活力と

賑わいを生み出す商業・業務機能の充実といった課題がある。

・南口は、都市計画決定されている道路や駅前広場の整備とともに、歩行者、自転車や乗用

車、バス、タクシーなど交通結節点機能の強化といった課題がある。

・最新の清瀬市世論調査において、市の将来像のイメージという設問の中で、「農ある風景を活か

した都市」と回答した割合が、前回の調査と比べて6.6ポイント減少の29.3％であったのに対し、

「商業の盛んな賑わいのある都会的な都市」と回答した割合が、前回の調査と比べて3.9ポイント

増加の22.9％、「生活環境が充実したベットタウン機能を持つ都市」と回答した割合が、前回の

調査と比べて10.3ポイント増加の46.5％となっている。

・市民の将来像のイメージとしては、本市第一の産業が農業であることは認知している一方、商業

機能や生活環境の充実といった利便性の向上に期待していることがわかる。

・清瀬第八小学校、大林組技術研研究所の北側の中里六丁目地域は、用途地域が準工業

地域でありながら、市が保有している未利用地が２箇所存在している。

・当該地は、都市計画道路東村山３・４・２６号久米川駅清瀬線やそれと交差する都市計画

道路東村山３・４・１７号下清戸線を整備しているところでもあるため、整備に合わせた地区計

画制度を活用し、幹線道路沿道にふさわしい土地利用が求められている。

・賑わいの創出に寄与し、税収増も期待できる企業誘致に向けた検討を進めている。

421
清瀬の未来の創造

（企業誘致、にぎわいの創出　等）

422

シティプロモーションの推進

（行政情報の積極的な公開・共有、経営資

源を戦略的に配分、郷土文化の保全・継承）

新たなにぎわいの創出とともに地域の資源を活

かし、市民やさまざまな主体と連携した事業が

進められています。清瀬を訪れる人が増加する

ことで地域が活性化し、知名度向上やシビック

プライドの醸成が進み、市民が満足して暮らし

続けています。
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まちの魅力の創

造と発信

・人口減少・少子高齢化が加速する中、持続可能な市政運営をするためには、現状の見直しや

様々な施策を講じ、選ばれるまちとなっていくことが必要。

・取組を、市民の皆様に市報をはじめ様々な手法により、広く広報することが重要。

・移住定住を促進する必要があり、知名度の向上や地域の魅力のPRが必要です。

・高齢化が加速する中、清瀬市民だけの活動では困難である課題について、清瀬の外からも活動

に関わってくださる交流人口を増やしていく事が求められる。

・少子高齢化、人口減少、物価高騰などの時代背景の中、清瀬市の財源確保のため、税外収

入の確保なども積極的に行っていくことが必要。

・各種SNSのアカウントやYouTubeチャンネルを開設しているものの、効果的な情報発信ができてい

ない。

都市機能と生活環境の利便性が調和し、誰も

が住みたいと思えるような活気のあるにぎわいが

生まれています。



将来像４ 資料１－２

現状の課題※取扱注意 施策の方向性基本理念 将来像 基本目標 施策番号 新施策 10年後の姿

❶戦略的に人材の確保に努めます

公務員採用に逆風が吹いている中、従来の市報、市HPに加えて、SNSやオンライン説明会

等を通じて公務労働の魅力を発信し、人材の確保を図っていきます。また、育児・介護との

両立を支援することで、管理職となる人材の発掘を行っていきます。

❷中長期的な視点を持って人材の育成を行います

・めまぐるしく変化する社会情勢・行政を取り巻く環境に対して、中長期的な視点を持って職

員の育成を行い、多様化・高度化する市民ニーズに迅速に対応します。

➌職員が能力を発揮するための環境整備を行います

職員の心身の健康管理に努め、職員1人1人が十分に能力を発揮できる環境を整える。ま

た、仕事と育児・介護の両立支援を行うとともに、職員のワーク・ライフ・バランスを推進しま

す。

❶デジタル人材を育成・活用します

DX推進アドバイザーの助言により、本市におけるデジタル人材育成を進めていきます。庁内の

デジタル化推進の核となるDX推進リーダーに研修を提供します。更に、全職員向けに基本的

なデジタルスキルを向上させるための研修を実施します。実践的なプロジェクトを通じて学んだ

知識を活用し、現場でのデジタル化を推進することで、実務に対応できる能力を養成します。

❷デジタル技術を活用したBPRに取り組みます

市民が自宅からオンラインにより手続きができるよう、申請書や申込書のデジタル化を進めて

いきます。全ての業務がデジタル化され、一気通貫のデジタル化の実現には、内部の事務に

おけるデジタル化も検討する必要があります。このため、BPRなどを実施して、業務改善を行い

ます。なお、AIなどの先進技術なども活用しながら、業務変革を推進します。

➌基盤整備の強化を図ります

一気通貫のデジタル化の実現には、国の基盤整備だけでなく、自治体の範囲における基盤

の整備も必要となります。自治体のシステム標準化により、システム間の連携が進むため、今

後、さまざまな団体との情報連携を前提としたサービスが提供されます。市としては、自治体

の範囲における基盤の整備を進めるともに、基盤間の連携を強化します。

432
組織の強化と業務変革の推進（市役所内部

のDX推進、業務効率化　等）

社会変革・行政を取り巻く環境の変化を捉え

るとともに、多様化・高度化する市民ニーズを的

確に捉えて迅速に対応するために、変化を先取

りし、市民の目線で考え、果敢に行動する職員

になっています。

全ての業務がデジタル化され、一気通貫のデジ

タル化が実現されています。市民は、市役所に

来庁することなく、自宅からオンラインにより手続

きが行え、市民サービスが向上するとともに、職

員のバックヤードの処理も簡略化され、職員の

事務負担軽減が図られています。

・職員の新規採用が困難になっている、また労働人口の流動化が進み、職員の定着に課題が出

てきている。

・少子化や人手不足の影響を受け、より条件の良い民間企業等に人材が流れている。

・役職定年で管理職を退く人数よりも、管理職へ昇任する人数の方少なく、管理職不足に陥って

いる。

・キャリア志向の変化や、育児・介護との両立の困難などがある。

・限られた職員数で、求められる行政サービスに対応するために、デジタルスキルを高め、デジタル

ツールを使いこなす必要がある。そのためには、職員一人ひとりがICT（情報通信技術）に対する

理解とスキルを大幅に向上させる必要がある。

・デジタル人材育成に関する研修が十分でない。

・ 現時点での市役所職員のデジタルスキルの水準はまだ低く、10年後のデジタル化された理想の

姿を達成するためには、職員一人ひとりがICT（情報通信技術）に対する理解とスキルを大幅に

向上させる必要がある。

・デジタル人材育成に関する研修が十分でない。

・地方公共団体特有の複雑で固定化された業務プロセスをデジタル化し、効率化するためには、

既存の業務プロセスを見直し、新たなITシステムを導入・構築する必要がある。しかし、この取組に

は大きなコストと時間が必要であり、体制の転換は容易ではない。

・既存業務の見直しへの抵抗、適切な人材不足、資金と時間の制限がある。

・大量のデータを一元化し、それを市民や各部署に適切に提供するためには、高度なデータ管理の

仕組みが求められる。

・一部、システム標準化により、全国共通の基盤が整備されたところであるが、利便性を享受して

いくには、更なる基盤の整備が必要となる。

・整備には、国、都道府県、基礎自治体の役割を考慮する必要がある。

・デジタル基盤の整備が、不十分である。

431
職員の育成強化（職員研修、広域行政関係

事業）

職員が力を発

揮できる組織づ

くり
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将来像４ 資料１－２

現状の課題※取扱注意 施策の方向性基本理念 将来像 基本目標 施策番号 新施策 10年後の姿

❷経済の活性化と交流人口の増加による好循環を生み出します

未利用の公有地を活用して企業誘致に取り組み、地域経済を活性化します。

また、地域経済の活性化を通して市内就業者を増加させるなど、税収増加へのきっかけをつ

くります。

❶公共施設再編の必要性に係る市民理解の促進を図ります

公共施設再編計画に基づき、市民に対して適切な情報の周知を実施し市民理解促進を

図ります。

❷公共施設等総合管理計画、公共施設再編計画、公共施設個別施設計画の見直しを

行います

公共施設の整備等には多額の経費が見込まれます。このことから、計画的な公共施設の整

備等を進めていくには予算編成との密接な連携が必須です。公共施設等総合管理計画等

を確実に実行するためには市の財政状況に応じた見直しを図る必要があります。

公共施設の更新等を実施する際には、誰もが快適に利用できるユニバーサルデザイン化や環

境配慮の視点を取り入れます。

➌公共施設個別施設計画の実行管理の充実を図ります

公共施設個別計画の充実を図ることにより更新のルール化等、実行管理に努め、効果的な

予算配分につなげます。また、公共施設簡易点検マニュアルに基づき予防保全調査を実施

することで、経費の抑制に努めます。

・公共施設再編の必要性について、市民理解を得て、公共施設の適正化を進める必要がある。

・市民合意の困難性がある。（総論賛成・各論反対）

・現在の公共施設の状況と今後の財政状況を考慮したうえで、公共施設再編計画を含めた公

共施設関連の計画の見直しや更新が必要。

・人口減少及び高齢化により予算の確保が困難である。

・人件費や建築費が上昇している。

・ユニバーサルデザイン化や環境配慮が必要である。

・経費の平準化のために個別施設計画による実効的な公共施設の維持管理の実施が必要であ

る。

・計画が未更新である。

・予防保全不足がある。

441 持続可能な財政の運営

442

本格的な人口減少社会が到来し、市財政が

ますます厳しさを増す中で、市民サービスを維持

しながら行財政化改革を進め、市財政の健全

化を図っていきます。

・経常収支比率の改善には、市税収入などの経常一般財源の増加や一般財源を要する経常経

費の削減が必要。

・財政健全化判断比率の改善には、市債発行を抑制することで市債残高及び公債費を減少さ

せることや基金残高を増加させることが必要。

・賃金増などによる物価高騰、建設工事、比較的規模の大きい改修工事が続いており、市債残

高や公債費がなかなか減らない状況。

・市税額の増減は、基幹税目である市民税と固定資産税の増減に依存している。

・市民税は、納税義務者数や納税者の所得が増加すると増加する。

・固定資産税は、地価の上昇のほか、生産緑地から宅地への開発が行われることなどにより、家

屋新築も相まって増加する。

・宅地開発のコントロールは特に困難だが、人口や法人を増加させることが必要。

・都市計画上の用途地域を見直すことで、商業地などの非住宅用地を増やすことができれば、固

定資産税、法人市民税の増加につながる。

・市内全域が市街化区域となっているものの、豊かな自然環境や農ある風景を守るという方針の

下、ベッドタウンとして発展してきた。

・財政力指数は、基準財政収入額／基準財政需要額 であることから、分母の減少や分子の増

加が改善へとつながる。

・基準財政需要額は、標準的な行政サービスを行うために実態に応じた必要最低限の水準で算

定されることからコントロールが難しい。

・基準財政収入額もコントロールは容易ではないが、企業誘致など能動的な働きかけの余地はあ

るため、費用対効果を見ながら手立てを講じ、地方交付税への依存度を下げていく必要がある。

・高齢化の進展、都営住宅が多くあることにより、福祉関連経費が大きく、税収が少ない構図に

なっている。

・人口増により影響を縮小したいところだが、マンションなどもあまり建たないため、人口減少社会を

背景に横ばいでなんとか踏みとどまっている状況。

健全な行財政

の運営
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長期的な視点に立った公共施設等の維持・活

用

公共施設の適正化の取り組みが着実に推進し

ています。また、各公共施設がその利用目的に

応じて、環境に配慮しつつ使いやすく機能的な

施設として適切に管理され、市民が安全・安心

に利活用しています。

❶歳入歳出ともに構造改革に取り組みます

既成概念にとらわれず、創意工夫により不断の行財政改革に取り組む中で、税収を増やす

取り組みを進めるとともに、使用料収入などの税外収入を増やし、財政力の強化を図りま

す。また、新規建設事業は抑制し、統廃合を検討しながら、既存施設の維持に的を絞って

財源を投入していきます。


